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貿易保険共通運用規程 

 

平成29年４月１日 17‐制度‐00069 

 

（保険価額等の計算上生ずる端数の取扱い）  

第１条 貿易保険の保険価額、保険金額、支払保険金及び回収金等の計算において、１円

未満の端数が生じたときは、その端数は切り捨てるものとする。  

（内容変更の通知時期）  

第２条 各約款に規定する内容変更の通知の対象となる契約変更のうち、発効条件が付さ

れているものに係る内容変更の通知は、当該契約変更の発効日以降に行うものとする。

ただし、当該契約変更日以後であれば、被保険者の選択により、発効日前でも内容変更

の通知ができるものとする。 

（損失防止軽減義務）  

第３条 被保険者は、原則として、損失の発生の時から（貿易一般保険約款（平成29年４

月１日 17-制度-00001）第４条第14号による事故にあっては決済期限から、貿易代金貸

付（貸付金債権等）保険約款（平成29年４月１日 17‐制度‐00002）第３条第11号によ

る事故にあっては償還期限から、貿易代金貸付（保証債務）保険約款（平成29年４月１

日 17‐制度‐00003）第３条第３号による事故にあっては求償権の取得日から、限度額

設定型貿易保険約款（平成29年４月１日 17‐制度‐00004）第４条第14号による事故に

あっては決済期限から、中小企業・農林水産業輸出代金保険約款（平成29年４月１日 17

‐制度‐00005）第２条第11号による事故にあっては決済期限から、簡易通知型包括保険

約款（平成29年４月１日 17‐制度‐00006）第12条第14号による事故にあっては決済期

限から、前払輸入保険約款（平成29年４月１日 17‐制度‐00008）第３条第10号による

事故にあっては前払金の返還期限から、海外事業資金貸付（貸付金債権等）保険約款（平

成29年４月１日 17‐制度‐00011）第３条第11号による事故にあっては償還期限から、

海外事業資金貸付（保証債務）保険約款（平成29年４月１日 17‐制度‐00012）第２条

第３号による事故にあっては求償権の取得日から）損失の防止軽減に努めなければなら

ない。ただし、損失の発生が不可避となった時は、その時から損失の防止軽減に努める

ものとする。 

２ 被保険者は、前項に規定する義務を履行するため、原則として、次に掲げる措置その

他必要な措置をとることとする。ただし、日本貿易保険から別途指示を受けた場合には、

この限りでない。 

一 全ての事案において講ずる措置  

イ 事実関係の確認を行い、損失等の発生（前項括弧書きの場合は、決済、返還又は

償還（以下「決済等」という。）が行われないことをいう。）の原因の究明を行うこ

ととし、原因究明の結果に基づいて、以下の措置を行うこと。 

(1) 非常事故となる可能性がある場合には、非常事故の認定のために必要な資料等

の取得を行うこと。また、ローカル・デポジットされた現金等その他被保険者に

対する支払のために使用される資産の保全に努めること。 

(2) 原因究明の結果、信用事故となる可能性がある場合には、第４条に定める債務

確認書、破産手続開始決定通知等の信用事故の認定のために必要な資料等の取得

を行い、履行遅滞の場合には、内容証明郵便、電子メール、ファックス、SWIFT

等により督促したという事実が証明できる形で、繰り返して決済等の督促を行う

こと。 

ロ 保険金請求までの間、輸出契約等の相手方、保証人等信用補完措置を行う者、保
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険事故が生じた荷為替手形の振出人、支払人その他これらに準ずる者のうち支払の

責任を負う者（以下「支払人等」という。）、輸出保証の相手方、前払輸入契約の相

手方、被保険投資の相手方、貿易代金貸付若しくは海外事業資金貸付の相手方若し

くは保証債務に係る主たる債務者若しくは賠償責任を負う者（以下「回収に係る権

利行使等の相手方」という。）又はこれらの者の取引先債権者の情報、現地情報等

の収集を行うこと。  

ハ 保険の対象である諸権利（付随する権利を含む。）を時効によって消滅させないこ

と。  

二 個別事案に応じて講ずる措置  

イ 貨物の保全が可能な場合には、当該貨物の保全を行うこと。 

ロ 保証人等信用補完措置を行う者がいる場合には、当該者に対し履行請求を行うこ

と。 

ハ 担保権等信用補完措置がある場合には、その措置を講ずることを検討し、必要と

認められる場合にはこれを講ずること。  

ニ 裁判所に対して差押の請求を行う等、当該国その他の外国の法令に定められた法

的対抗措置を講ずることを検討し、必要と認められる場合にはこれを講ずること。 

ホ 回収に係る権利行使等の相手方について、破産手続、会社更生手続、民事再生手

続、特別清算手続又は当該国その他の外国の法令に基づく制度上これらに準ずる手

続き（以下「破産手続等」という。）が開始された場合には、債権届出等、当該国そ

の他の外国の法令に定められた措置その他これらに準ずる回収のために必要な措置

を講ずること。  

へ 破産手続等において被保険者の債権届出等が認められない場合又は被保険者が届

け出た債権額の一部若しくは全部が認められない場合には、異議申立、債務確認訴

訟の提起等、当該国その他の外国の法令に定められた措置その他これらに準ずる回

収のために必要な措置を講ずること。  

ト てん補事由又は契約上の債務不履行を生じさせている回収に係る権利行使等の相

手方に対し、損失等の発生の防止軽減又は回収のために行う船積等により新たな債

務を負わせる場合には、当該新たな債務を負わせることが、保険の対象となる契約

に基づく金額であって回収、支払又は返還されておらずかつ回収に係る権利行使等

の相手方に対して請求できる一切の金額（延滞金利並びに保険契約の対象とはなら

ない部分に係る金額及びその延滞金利を含む。）の回収を困難としないか、及び新た

な損失等の発生の防止軽減を妨げないかを検討し、損失等が既に発生している場合

には、その回収に資するものであるかを検討すること。その他、決済等の条件の変

更や、返済計画の作成又は変更、債権債務の相殺等、適切な措置を考慮しながら債

権の保全及び回収を行うこと。  

３ 被保険者が前項の措置を講じなかった場合、被保険者は前項の措置を講じなかったこ

とにつき合理的な理由を、保険金請求時に日本貿易保険に書面にて説明しなければなら

ない。 

４ 被保険者が第２項の措置を講じなかった場合は、日本貿易保険が、前項に基づく合理

的な理由の説明があったと判断した場合を除き、第２項の措置を講じれば防止軽減でき

たと認められる金額は、各約款の規定に基づきてん補責任額から控除される。 

（債務確認書） 

第４条 手形又はILC決済の場合を除き、支払人等の債務不履行に基づき保険金の支払の請

求を行う場合、被保険者は、各約款上の「その他必要な書類」として、次の各号の内容

が確認できる書類（以下「債務確認書」という。）を支払人等から取得し、被保険者その
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他保険金の支払を請求しようとする者（以下「保険金請求人」という。）がこれを日本貿

易保険に提出するものとする。  

一 支払人等の債務認識  

二 被保険者と支払人等との間に保険の対象となる権利に係る紛争の存在が確認されて

いないこと  

三 保険の対象となる権利に基づく債務の特定（決済期限（支払人等の支払遅延により

当初の決済期限に対象契約に基づく決済がなされず、その後被保険者が回収に係る権

利行使等の相手方と新たな決済期限を定めた場合は、当初の決済期限をいう。 ）及び

インボイス番号又は契約番号等。）  

四 前号に定める債務の債務確認書取得時点における未払残高  

２ 前項の債務確認書は、支払人等の権限を有する者の署名又は記名捺印がなされている

書面のほか、支払人等との間の電子メール、ファックス等の通信記録でも足りるものと

する。  

３ 前各項の規定にかかわらず、日本貿易保険が特に認めた場合、保険金請求人は債務確

認書の提出を要しない。  

４ 被保険者がやむを得ず第１項及び第２項の要件を満たす債務確認書を支払人等から取

得することができない場合には、被保険者は、支払人等に第１項各号に規定する内容を

確認すること（以下「債務確認」という。）を日本貿易保険に委任することができる。た

だし、この場合、被保険者は、各約款に基づき日本貿易保険に権利行使等の委任を行わ

なければならない。当該委任に基づき日本貿易保険が債務確認をする場合、各約款の規

定にかかわらず、債務確認のための費用は日本貿易保険が全額負担する。日本貿易保険

が債務確認をした場合、保険金請求人は債務確認書の提出を要しない。 

（質権者等による保険金請求）  

第５条 保険の目的又は保険金請求権に質権又は譲渡担保が設定されているときは、当該

質権者又は譲渡担保権者は当該質権又は譲渡担保の被担保債権の金額の範囲内で保険金

を請求することができ、被保険者（質権者又は譲渡担保権者以外の者が保険金受取人と

して指定されているときは当該保険金受取人。以下この条において同じ。）は、それ以

外の金額について保険金を請求することができる。ただし、次の第１号に掲げる場合は、

被保険者が保険金の全額を請求するものとし、第２号に掲げる場合は被保険者が、第３

号又は第４号に掲げる場合は質権者又は譲渡担保権者が、保険金の全額を請求すること

ができる。 

一 当該質権設定の承諾が第15条第２項又は第17条第３項に基づいてなされている場合 

二 質権者又は譲渡担保権者が、被保険者が保険金を受け取ることについて書面で同意

した場合 

三 質権者又は譲渡担保権者が保険金受取人の場合 

四 質権又は譲渡担保の設定について日本貿易保険が承諾した際に、被担保債権の金額

にかかわらず、質権者又は譲渡担保権者が保険金の全額を請求し、質権者又は譲渡担

保権者が保険金の全額を受け取ったときには日本貿易保険の保険金支払義務は消滅す

る旨の条件を付した場合 

（回収等費用）  

第６条 日本貿易保険が事前に承諾した場合には、次の各号に掲げる費用については、回

収のために要した費用として、各約款の規定に基づき日本貿易保険が負担すべき又は負

担することを認めたものとする。日本貿易保険が各約款の規定に基づき負担すべき又は

負担することを認めた費用についても同様の取り扱いとする。 

一 渡航費（本邦内や出張先での移動にかかる費用を含むが、本邦の通常勤務地圏内の
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移動は対象外とする。）及び渡航先の現地滞在費については、保険事故に係る債権（以

下「事故債権」という。）の回収に要した合理的な費用であることが社内出張命令書、

旅券購入証、パスポート、領収証、出張報告書等のエビデンスにより確認できるもの。

ただし、事故債権の回収以外の目的のために支出された費用を控除した残余の部分に

ついて、次のイからハの範囲内の金額とする。  

イ 事故債権の回収にのみ要した費用については全額  

ロ 同一の相手方に対する債権を回収する場合において、事故債権以外の債権の回収

に係る費用が事故債権の回収に係る費用に含まれている場合においては、各債権額

により按分した額  

ハ 同一の相手方に対する債権回収以外の目的のために支出された費用が事故債権の

回収に係る費用に含まれている場合においては、当該共通費用の30％  

二 債務者の信用調査費用、法的費用、弁護士費用等については、事故債権の回収に要

した合理的な費用であることがエビデンスにより確認できるもの。 

三 貨物の処分に要した費用については、金利、倉庫保管料、各約款に定める輸出等不

能貨物又は代金回収不能貨物を再輸出等した場合の加工費、梱包費、運送費、保険料、

手数料等のうち、当該処分のために要した費用であることがエビデンスにより確認で

きるもの。 

四 前３号に掲げるもののほか、回収に要した合理的な費用であることがエビデンスに

より確認できるもの。  

２ 人件費、光熱費、飲食費、銀行手数料、通信費その他これらに類する管理、事務に係

る費用は、前項に定める回収のために要した費用として認めない。 

（回収金の納付等における取得比率）  

第７条 貿易代金貸付保険、輸出手形保険、前払輸入保険又は海外事業資金貸付保険の各

約款に規定する回収金の納付について、被保険者が日本貿易保険に納付すべき金額を算

出するにあたり用いる算式中、「支払保険金額」／「損失額」については、次のとおり取

り扱うものとする。 

一 表示通貨が外貨の場合は、「支払保険金額」には、円により支払を受けた支払保険金

額を保険金支払時に適用した換算率で表示通貨に換算した「建値換算支払額」を、「損

失額」には、表示通貨建ての損失額を用いる。 

二 表示通貨を問わず、「支払保険金額」又は「損失額」に損失の防止軽減義務の履行の

ために要した費用に相当する額が含まれている場合は、当該費用を除いた金額を用い

る。  

三 保険契約の対象となる契約に保険契約の対象とならない部分（以下「無付保部分」

という。）が含まれている場合は、本項に規定する各約款の規定に基づく「損失額」に

は、保険金請求時において回収できていない金額（無付保部分に係る金額を含み、延

滞利息を除く。以下「対外未回収額」という。）を用いる。この場合、回収金とは、無

付保部分に係るものを含めた対外未回収額からの全ての回収金をいう。  

２ 前項の規定は、前項に定める各約款に基づき日本貿易保険が被保険者から権利行使等

の委任を受け、これに基づき回収した金額について被保険者に配分すべき金額を算出す

るにあたり用いる算式にも準用する。 

（回収金の配分及び回収費用の負担における比率）  

第８条 日本貿易保険は、貿易一般保険、限度額設定型貿易保険、簡易通知型包括保険又

は中小企業・農林水産業輸出代金保険の各約款に規定する回収金の配分につき、充当す

べき債権を指定し、当該債権について、無付保部分が含まれている場合には、次の算式

に基づいて日本貿易保険が取得すべき回収金を算出する。なお、本条に定める各約款に
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規定する控除利息がある場合は、日本貿易保険は、回収金から取得した額を上限として

控除利息を被保険者に支払う。  

回収金（無付保部分に係るものを含む。）×｛支払保険金額（前条第１項第１号の規定

を準用し、支払保険金額に費用に相当する金額が含まれている場合は、当該費用に相当

する金額を除く。以下この条において同じ。）／対外未回収額（本項に定める各約款に規

定する未回収額について、前条第１項第３号を準用したものをいう。以下この条におい

て同じ。）｝  

２ 前項に定める各約款に規定する回収費用の負担（回収を終了するに際し、回収費用の

総額が回収金の総額を超過する場合の回収費用の負担を除く。）につき、日本貿易保険は、

無付保部分が含まれている場合には、次の算式に基づいて日本貿易保険が負担すべき回

収費用を算出する。なお、次の算式における回収費用に関し、各約款に定める輸出等不

能貨物又は代金回収不能貨物の処分に係る回収費用については、当該貨物を処分するこ

とにより取得した金額又は取得し得べき金額を上限とする。 

回収費用（無付保部分に係るものを含む。）×｛支払保険金額／対外未回収額｝  

（株式等による回収等）  

第９条 日本貿易保険又は被保険者が代金、賃貸料若しくは対価の支払、借入金の償還又

は前払金の返還（以下「代金等の支払等」という。）に代えて、回収に係る権利行使等の

相手方から株式、社債又は公債等（以下「株式等」という。）を取得した場合には、当該

株式等に係る配当金及び売却代金等を受領した時に各約款に規定する回収があったもの

とみなす。 

２ 前項に規定する場合において、被保険者は、当該株式等の引受、管理及び売却（以下

「引受等」という。）を行うに際し、その責任及び費用において善良なる管理者の注意義

務を負うものとする。なお、当該株式等の引受等について、日本貿易保険と被保険者が

別に定める場合は当該定めるところによる。 

（控除利率） 

第10条 被保険者が貿易保険の各約款に規定する回収金を日本貿易保険に納付する際、又

は日本貿易保険が回収した金額について被保険者に配分する際の計算に用いられる控除

利率については、下表のとおり取り扱うものとする。なお、別に特約により定められて

いる場合にあっては、その規定による。 

（表） 

保 険 契

約 締 結

年度 

非常危険の場合 信用危険の場合 

第一回元本回

収日が平成４

年９月 30日以

前の場合 

第一回元本回収日が平成

４年10月１日以後の場合 

第一回元本回収

日が平成４年９

月30日以前の場

合 

第一回元本回収

日が平成４年10

月１日以後の場

合 

金利返済 

計画合意前 

金利返済 

計画合意後 

平 成 元

年 度 以

前 

第一回元本回

収時に適用し

た 利 率 又 は

「６％」のいず

れか高い率 

６％ 

当該計画金

利 又 は

「６％」のい

ずれか高い

率 

第一回元本回収

時に適用した利

率又は「６％」

のいずれか高い

率 

原則として、６

％ 

（支払われた利

息の率が６％を

超える場合は、

当該利息の率を

適用） 

平 成 ２

年度 

第一回元本回

収時に適用し

た利率（旧約款

の規定により

「支払われた

利息の率」又は

当該計画金

利 

第一回元本回収

時に適用した利

率（旧約款の規

定により「支払

われた利息の率

」又は「６％」

平 成 ３

年 度 以

降 

０％ 

保険金支払日に

おける貿易再保

険特別会計の財

政融資資金から
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「６％」のいず

れか高い率が

適用されてい

る。） 

のいずれか高い

率が適用されて

いる。） 

の借入金利（満

期一括償還（５

年以内）） 

 

保 険 契

約 締 結

年度 

非常危険の場合 
信用危険の場合 

金利返済計画合意前 金利返済計画合意後 

平 成 13

年 度 以

降 

保険金支払日におけ

る貿易再保険特別会

計の財政融資資金か

らの借入金利（満期一

括償還（５年以内）） 

当該計画金利 

保険金支払日における貿易再

保険特別会計の財政融資資金

からの借入金利（満期一括償

還（５年以内）） 

（注）「金利返済計画」とは、「国際約束に基づき債務救済措置に関する日本国政府と外国

政府との間で交換された書簡又はこれに準ずるものであって、商業上の債務の繰延

べに適用される利息の率が規定されている計画」をいう。 

（回収義務等の履行状況報告）  

第11条 被保険者は、輸出契約等について被保険者が行使しうる債権の回収に関して次に

掲げる事由が発生したときは、各約款に基づき、当該事由の発生について各手続細則の

定めるところに従い、日本貿易保険に遅滞なく報告しなければならない。ただし、各約

款上、日本貿易保険が権利行使等の委任後、指示を行うことができる旨規定されている

場合、第２号から第５号までに基づく報告は、日本貿易保険の指示するところによる。 

一 回収に係る権利行使等の相手方の財産に対する差押命令、競売申立又は破産手続等

の申立その他当該相手方の財産に係る法的手続があったこと又は更生計画の認可等、

既に行われている法的手続に変化が生じたこと。 

二 回収に係る権利行使等の相手方の資産の任意売却、債務返済繰延計画の申し出、既

に実施されている債務返済繰延計画に基づく返済条件についての変更の申し出等、当

該相手方の財産に係る法的手続以外の措置が生じたこと。 

三 回収に係る権利行使等の相手方の財産について、他の債権者による債権の回収等が

あったこと。 

四 回収に係る権利行使等の相手方の財産に対する相手国政府、地方公共団体又はこれ

らに準ずる者による国有化、収用その他これらに準ずる行為がなされたこと。 

五 回収に係る権利行使等の相手方の財産に対する相手国政府の政策又は対応に変化が

生じたこと。 

（終了認定）  

第12条 次の各号のいずれかに該当する場合には、各約款に従い日本貿易保険は、代位債

権等について回収が困難である又は回収に係る権利を行使することが困難であるものと

判断する。 

一 回収に係る権利行使等の相手方について破産手続、特別清算手続若しくは外国の法

令に基づく制度上これらに準ずる手続が開始され、清算手続が完了した場合、又は当

該手続は完了していないが配当を受けられる可能性がないことを日本貿易保険が認め

る場合。 

二 会社更生手続、民事再生手続若しくは外国の法令に基づく制度上これらに準ずる手

続において、回収に係る権利行使等の相手方の財産に対する被保険者への配分割合が

定まり、当該配分割合に基づく回収が完了した場合、又は回収に係る権利行使等の相

手方との間の債務弁済契約（ただし、日本貿易保険の事前の承諾があったものに限る。）
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に基づく回収が完了した場合。 

三 回収に係る権利の全てを第三者に売却し、売却代金の回収が完了した場合。 

四 回収に係る権利の全てに基づき、回収に係る権利行使等の相手方が有する強制執行

が可能な全ての財産（ただし、日本貿易保険が別途認めた財産についてはこの限りで

ない。）について強制執行が行われ、当該執行手続に基づく回収が完了した場合、又

は回収がないことが明らかになった場合。 

五 弁護士等により回収に係る権利の全てを対象として、全ての回収行為が試みられ（た

だし、日本貿易保険が別途認めた行為についてはこの限りでない。）、今後更なる回

収の見込みがないと日本貿易保険が判断する場合。 

六 非常事由による輸出等不能事故又は増加費用事故の場合で、回収に係る権利行使等

の相手方に対し損害賠償請求権その他回収に係る権利の全てを行使することができな

い場合 

七 支出予想額（回収費用等）が今後の回収見込額を上回ると日本貿易保険が判断する

場合。 

八 その他、回収が困難であると日本貿易保険が判断する場合。 

２ 被保険者は、前項第５号の規定に関し弁護士等に回収を委任しようとするときは、別

紙様式第１による回収業者委任承諾申請書を本店に提出し、事前に日本貿易保険の承諾

を得なければならない。ただし、各約款上、日本貿易保険が権利行使等の委任後、指示

を行うことができる旨規定されている場合は、日本貿易保険の指示するところによる。 

３ 被保険者は、第１項第３号の規定に関し回収に係る権利を売却しようとするときは、

別紙様式第２による債権売却承諾申請書を本店に提出し、事前に日本貿易保険の承諾を

得なければならない。ただし、各約款上、日本貿易保険が権利行使等の委任後、指示を

行うことができる旨規定されている場合は、日本貿易保険の指示するところによる。 

（保険の目的等の譲渡に係る承認） 

第13条 日本貿易保険は、被保険者から、各約款及び手続細則の規定に従って、保険の目

的の譲渡の承認申請があった場合、当該申請に係る譲渡が次の各号のいずれかに該当す

るときであって、かつ、譲受予定者が被保険者として適格性を有していると認めるとき

には、原則として各約款及び手続細則の規定に従って保険の目的の譲渡承認を行う。 

一 合併によって消滅会社から存続会社に承継される場合 

二 会社分割によって分割会社から新設会社又は承継会社に承継される場合 

三 営業譲渡に伴って譲渡が行われる場合 

四 保険の目的が貸付契約又は海外事業資金貸付の場合にあっては、シンジケーション

の変更に伴って譲渡が行われるとき 

五 その他日本貿易保険が保険契約上の被保険者の義務の履行上特に問題がないと認め

る場合 

２ 日本貿易保険は、前項の承認を行う場合には、原則として次の各号に規定する条件を

付すものとする。 

一 被保険者及び譲受人は、前項の譲渡の承認を受けて、保険の目的の譲渡が行われた

ときは、速やかに譲渡した旨を日本貿易保険に書面で通知しなければならない。 

二 前号に規定する通知が日本貿易保険に到着した日をもって、当該保険契約に基づく

一切の権利義務が被保険者から譲受人に移転し、譲受人が当該保険契約上の被保険者

の地位を承継する。 

三 第１号の通知が日本貿易保険に到達するまでは、当該譲渡について、被保険者及び

譲受人は日本貿易保険に対抗できず、日本貿易保険は、当該譲渡に係る保険の目的が

譲渡されていないものとみなす。 
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３ 日本貿易保険は、譲受予定者が被保険者として適格性を有していると認められないと

き又は第１項各号のいずれにも該当しないときには、以下の条件を付して第１項の承認

を行う。 

一 上記の保険契約は、譲渡日をもって失効する。 

二 被保険者及び譲受人は、譲渡の承認を受けて保険の目的を譲渡したときは、速やか

に譲渡した旨を日本貿易保険に通知しなければならない。 

４ 保険金請求権のみの譲渡については、原則として承認しない。 

（保険金支払後の債権譲渡に係る承認） 

第14条 日本貿易保険は、被保険者及び譲受人から、各約款の規定に従って、保険金支払

日以後において、保険事故に係る債権のうち被保険者が有している部分（以下、本条に

おいて「てん補割れ債権」という。）の譲渡の承認申請があった場合、前条第１項第１号、

第２号、第３号又は第５号に該当するときであって、かつ、当該保険事故に係る債権の

回収の保全上問題がないと認めるときには、各約款の規定に従っててん補割れ債権の譲

渡承認を行う。 

２ 被保険者は、前項の承認を受けた場合であって、日本貿易保険が特に必要と認めると

きは、日本貿易保険の委任を受けててん補割れ債権に係る代位債権を併せて譲受人に譲

渡するものとする。 

３ 日本貿易保険は、第１項の譲渡承認に際して、譲受人がてん補割れ債権について、新

たに質権及び譲渡担保を設定してはならないことを条件とする。 

（質権設定に係る承諾） 

第15条 日本貿易保険は、被保険者から、各約款及び手続細則の規定に従って、保険の目

的又は保険金請求権に係る質権の設定の承諾申請があった場合、質権者が被保険者とし

て適格性を有していると認めるときその他質権者として特に問題がないと認めるときに

は、原則として次の各号に規定する条件を付し、各約款及び手続細則の規定に従って質

権設定の承諾を行う。 

一 日本貿易保険の保険金支払債務は、日本貿易保険が被保険者に有する一切の抗弁の

対抗を受けるとともに、質権等設定承諾申請書記載の保険契約に適用される約款及び

特約の条項に従うものとする。 

二 保険の目的を質権の目的とするときは、当該保険に係る保険金受領後速やかに当該

質権を消滅させなければならない。ただし、日本貿易保険が各約款の規定に従い代位

した債権が当該質権に劣後しない措置が講じられた場合はこの限りではない。 

三 承諾に係る質権が解除されたとき又は消滅したときは、被保険者は、当該解除又は

消滅の日から１月以内（ただし、１月以内に保険金の支払の請求をする場合には、保

険金の請求日前）にその旨を日本貿易保険に書面で通知しなければならない。 

２ 日本貿易保険は、保険の目的に係る質権者が外国法人である場合その他被保険者とし

て適格性を有していると認められない場合であっても、次の各号に規定する条件を付し

て質権設定の承諾を行うことができる。 

一 上記の保険契約は、保険の目的への質権実行日をもって失効する。 

二 質権実行の前後にかかわらず、質権者は、保険金を請求することができない。 

三 保険事故の発生時期にかかわらず、質権が実行された場合には、いかなる者に対し

ても、保険金を支払わない。 

四 当該保険に係る保険金受領後速やかに当該質権を消滅させなければならない。ただ

し、日本貿易保険が各約款の規定に従い代位した債権が当該質権に劣後しない措置が

講じられた場合はこの限りではない。 

五 被保険者は、保険の目的への質権が実行されたときは、速やかにその旨を日本貿易
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保険に通知しなければならない。 

３ 第１項の承諾に係る質権が実行されたことによって、保険の目的又は保険金請求権が

被保険者から質権者に移転する場合は、保険の目的又は保険金請求権の譲渡として扱う。 

（譲渡担保設定に係る承諾） 

第16条 日本貿易保険は、被保険者から、各約款及び手続細則の規定に従って、保険の目

的又は保険金請求権に係る譲渡担保の設定の承諾申請があった場合、譲渡担保権者が被

保険者として適格性を有していると認めるときその他譲渡担保権者として特に問題がな

いと認めるときには、原則として次の各号に規定する条件を付し、各約款及び手続細則

の規定に従って譲渡担保設定の承諾を行う。 

一 日本貿易保険の保険金支払債務は、日本貿易保険が被保険者に有する一切の抗弁の

対抗を受けるとともに、質権等設定承諾申請書記載の保険契約に適用される約款及び

特約の条項に従うものとする。 

二 保険の目的を譲渡担保の目的とするときは、当該保険に係る保険金受領後速やかに

当該譲渡担保を消滅させなければならない。ただし、日本貿易保険が各約款の規定に

従い代位した債権が当該譲渡担保に劣後しない措置が講じられた場合はこの限りでは

ない。 

三 被保険者及び譲渡担保権者は、日本貿易保険の承諾を受けて、保険の目的又は保険

金請求権に譲渡担保を設定したときは、速やかに譲渡担保を設定した旨を日本貿易保

険に書面で通知しなければならない。 

四 承諾に係る譲渡担保が解除されたとき又は消滅したときは、被保険者は、当該解除

又は消滅の日から１月以内（ただし、１月以内に保険金の支払の請求をする場合には

、保険金の請求日前）にその旨を日本貿易保険に書面で通知しなければならない。 

五 譲渡担保が実行されたことによって、保険の目的又は保険金請求権を被保険者が受

け戻すことができなくなったときは、被保険者及び譲渡担保権者は速やかに日本貿易

保険にその旨書面で通知するものとする。この場合において、当該通知が日本貿易保

険に到着した日をもって、保険契約に基づく一切の権利義務が被保険者から譲受人に

移転し、譲受人が保険契約上の被保険者の地位を承継するものとし、かつ、被保険者

にも引き続き保険契約上の義務が併存するものとする。 

２ 日本貿易保険は、譲渡担保者が外国法人である場合その他被保険者として適格性を有

していると認められない場合にあっては、これを承諾しない。 

（株式等の担保設定に係る承諾）  

第17条 前２条の規定にかかわらず、日本貿易保険は、海外投資保険又は劣後ローン案件

に係る海外事業資金貸付保険の取扱について（平成29年４月１日 17‐制度‐00015）に

規定する劣後ローン特約を付して引き受けた海外事業資金貸付保険（以下「保険契約」

という。次条において同じ。）について、保険の目的又は借入金等に係る債権のみについ

て質権又は譲渡担保の設定の承諾申請があった場合は、原則として次の各号に規定する

条件を付し、質権又は譲渡担保の設定の承諾を行う。ただし、質権者又は譲渡担保権者

（以下「担保権者」という。）が特に問題がないと日本貿易保険が認めるときであって、

貿易保険の保険料率等に関する規程（平成29年４月１日 17‐制度‐00070。以下「料率

等規程」という。）Ⅱ［９］２(3)若しくはⅡ［10］３(4)で定める割増料率又は同各規定

のただし書きが適用される案件である場合については、第２号及び第４号に規定する条

件を付すことを要しない。また、被保険者の単名により当該承諾申請が行われた場合に

あっては、第１号中「被保険者及び担保権者」を「被保険者」と置き換えて条件を付す

ものとする。 

一 被保険者及び担保権者は、日本貿易保険の承諾を受けて、保険の目的又は借入金等
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に係る債権に質権又は譲渡担保を設定したときは、速やかに質権又は譲渡担保を設定

した旨を日本貿易保険に書面で通知しなければならない。 

二 保険金請求時までに承諾に係る質権又は譲渡担保を消滅させなければならない。 

三 上記の保険契約は、承諾に係る質権又は譲渡担保の実行日をもって失効する。 

四 保険事故の発生時期にかかわらず、承諾に係る質権又は譲渡担保が実行された場合

には、いかなる者に対しても、保険金を支払わない。 

五 被保険者は、承諾に係る質権又は譲渡担保が実行されたときは、速やかにその旨を

日本貿易保険に書面で通知しなければならない。 

六 承諾に係る質権又は譲渡担保が解除されたとき又は消滅したときは、被保険者は、

当該解除又は消滅の日から１月以内（ただし、１月以内に保険金の支払の請求をする

場合には、保険金の請求日前）にその旨を日本貿易保険に書面で通知しなければなら

ない。 

２ 前２条の規定にかかわらず、日本貿易保険は、保険契約について、保険の目的又は借

入金等に係る債権及び保険金請求権について質権又は譲渡担保の設定の承諾申請があっ

た場合、担保権者が被保険者として適格性を有していると認めるときその他担保権者と

して特に問題がないと認めるときであって、料率等規程Ⅱ［９］２(3)若しくはⅡ［10］

３(4)で定める割増料率又は同各規定のただし書きが適用される案件である場合は、原則

として次の各号に規定する条件を付し、質権又は譲渡担保の設定の承諾を行う。 

一 日本貿易保険の保険金支払債務は、日本貿易保険が被保険者に有する一切の抗弁の

対抗を受けるとともに、質権等設定承諾申請書記載の保険契約に適用される約款及び

特約の条項に従うものとする。 

二 被保険者及び担保権者は、日本貿易保険の承諾を受けて、保険の目的又は借入金等

に係る債権及び保険金請求権に質権又は譲渡担保を設定したときは、速やかに質権又

は譲渡担保を設定した旨を日本貿易保険に書面で通知しなければならない。 

三 承諾に係る質権又は譲渡担保が解除されたとき又は消滅したときは、被保険者は、

当該解除又は消滅の日から１月以内（ただし、１月以内に保険金の支払の請求をする

場合には、保険金の請求日前）にその旨を日本貿易保険に書面で通知しなければなら

ない。 

３ 前項の規定にかかわらず、日本貿易保険は、保険の目的又は借入金等に係る債権及び

保険金請求権についての担保権者が外国法人である場合その他被保険者として適格性を

有していると認められない場合、次の各号に規定する条件を付して質権又は譲渡担保の

設定の承諾を行うことができる。 

一 被保険者及び担保権者は、日本貿易保険の承諾を受けて、保険の目的又は借入金等

に係る債権及び保険金請求権に質権又は譲渡担保を設定したときは、速やかに質権又

は譲渡担保を設定した旨を日本貿易保険に書面で通知しなければならない。 

二 保険金請求時までに承諾に係る質権又は譲渡担保を消滅させなければならない。 

三 承諾に係る質権又は譲渡担保の実行の前後にかかわらず、担保権者は、保険金を請

求することができない。 

四 上記の保険契約は、承諾に係る質権又は譲渡担保の実行日をもって失効する。 

五 保険事故の発生時期にかかわらず、承諾に係る質権又は譲渡担保が実行された場合

には、いかなる者に対しても、保険金を支払わない。 

六 被保険者は、承諾に係る質権又は譲渡担保が実行されたときは、速やかにその旨を

日本貿易保険に書面で通知しなければならない。 

七 承諾に係る質権又は譲渡担保が解除されたとき又は消滅したときは、被保険者は、

当該解除又は消滅の日から１月以内（ただし、１月以内に保険金の支払の請求をする
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場合には、保険金の請求日前）にその旨を日本貿易保険に書面で通知しなければなら

ない。 

４ 前３項の規定にかかわらず、保険契約について、被保険者と担保権者との間で別途保

険金請求権に係る取り決めがある場合、日本貿易保険は、別の条件を付して質権又は譲

渡担保の設定の承諾を行うことができる。 

５ 第２項の承諾に係る質権又は譲渡担保が実行されたことによって、保険の目的若しく

は借入金等に係る債権又は保険金請求権が被保険者から担保権者に移転する場合は、保

険の目的若しくは借入金等に係る債権又は保険金請求権の譲渡として扱う。 

６ 第１項から第３項までの規定にかかわらず、保険契約の申込みの時点において既に質

権又は譲渡担保の設定（質権又は譲渡担保の設定に係る予約契約が締結されている場合

にあっては、当該予約契約の締結をいう。）が行われている案件についての質権又は譲渡

担保の設定の承諾を行う場合にあっては、質権又は譲渡担保の設定に係る日本貿易保険

への通知は不要とし、第１項第１号、第２項第２号及び第３項第１号の条件は付さない

ものとする。 

（特約の対象となる株式等の担保設定に係る承諾）  

第18条 日本貿易保険は、保険契約について、被保険者から、別に付した特約において重

要資産等に含めた株式若しくは貸付金債権又は別に付した特約においててん補対象に含

めた被保険投資の相手方、海外事業資金貸付の相手方若しくは保証債務に係る主たる債

務者（以下総称して「被保険投資の相手方等」という。）の事業に係る再投資先企業（

被保険投資の相手方等が直接出資又は間接出資を行っている企業をいう。以下同じ。）

の株式若しくは再投資先企業向け貸付金債権（以下総称して「特約対象株式等」という

。）に係る質権又は譲渡担保の設定の承諾申請があった場合、日本貿易保険は、条件を

付して質権又は譲渡担保の設定の承諾を行うことができる。  

（二重担保の禁止） 

第19条 前４条の規定にかかわらず、日本貿易保険は次の各号に掲げる質権又は譲渡担保

の設定を承諾しない。 

一 保険の目的に質権又は譲渡担保が設定されている場合にあっては、当該保険に係る

保険金請求権について当該質権者若しくは譲渡担保権者以外の者を担保権者とする質

権若しくは譲渡担保又は特約対象株式等について当該質権者若しくは譲渡担保権者以

外の者を担保権者とする質権若しくは譲渡担保 

二 保険金請求権に質権又は譲渡担保が設定されている場合にあっては、当該保険の目

的について当該質権者若しくは譲渡担保権者以外の者を担保権者とする質権若しくは

譲渡担保又は特約対象株式等について当該質権者若しくは譲渡担保権者以外の者を担

保権者とする質権若しくは譲渡担保 

三 特約対象株式等に質権又は譲渡担保が設定されている場合にあっては、当該保険に

係る保険の目的又は保険金請求権について当該質権者若しくは譲渡担保権者以外の者

を担保権者とする質権若しくは譲渡担保 

２ 前項の承諾を得ずに被保険者が前項の要件に該当する質権又は譲渡担保の設定を行っ

た場合、日本貿易保険は、当該質権又は譲渡担保の設定された日に遡って保険契約を解

除する。 

 

附 則 

この規程は、平成29年４月１日から実施する。  


